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第3節タイ (Thailand)

堀田泰司

1.タイの固と高等教育制度の現状

タイの高等教育制度については、すでにアルトパック (2006)rアジアの高等教育改革」
やユネスコ、そしてタイ政府による資料にその概要が詳細に説明されているので、本稿で

は、若干、重複する部分もあるが、近年の動きだけについて言及したい10 タイの高等教育

にとって、近年、大きな変化となったのは、やはり 2003年にそれまでの大学省(Ministry

of University Affl剖rs)が教育省に吸収される形で統合したことであろう。この統合により

高等教育局(元大学省)は、その管轄下にこれまでの学士課程以上を持つ研究中心の大学

だけでなく、準学士 (Diploma)課程を提供してきた教員養成学校であるラジャパット系

や、科学・技術高等専門教育を提供するラジャマンガラ系の教育機関を新たに持つことに

より、それらの教育機関に学士課程のプログラムを設置し、学士課程以上を持つ他の大学

と共に統括するための高等教育制度の法的整備が必要となった(Ya皿noon，2008)。さらに、

現在は、まだ教育省が直接管理しているアメリカのコミュニティー・カレッジ型の教育機

関も新たに設置され、近い将来高等教育局の傘下に加わる予定であるため、専修学校教育

とも連携したより包括的な高等教育体制の構築が今後も必要となってくる。

こうした高等教育全体の構造改革を行った背景には、 1999年に公布された国家教育令

(National Education Act)がある。それは、多くの高等教育機関において、以下の改革

を推進した。

1 タイの高等教育は、準学士課程の専門大学と学士課程以上を持つ大学の2層化され
た体制を持つことになった。

2.すべての高等教育は、高水準の教育を提供し、社会に貢献する研究能力を持つ機関
になることを求められた。

3 国立大学は法人化の選択権を持った。

4.政府機関、地域行政団体、民間団体は、社会のニーズに応えて独自の高等教育機関

を設置することができるようになった。

5.大学省は、教育省傘下の高等教育局になり、教育省管轄下の高等教育機関も全て高

等教育局の管理下に置かれた。 (Yamnoon，2008， p.2) 

これよって、40のラジャパット系教員養成機関並びに9つのラジャマンガラ系科学技術

専門大学は、学部数も増やし、学士課程以上を持つ大学に昇格、さらに地方の技術学校と

看護学校が統合し、新たに2つの地方大学が設立された。

そして、 2008年現在は、以下の高等教育機関が存在する。
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2008年度現在のタイの高等教育機関数

国立大学 全体 78校

(内訳) 法人化された大学 13校

法人化されていない大学 15校

フジャパット系大学 40校

フジャマンガフ系技術大学 9校

プサムワン技術大学 1校

私立大学 全体 68校

(内訳) 大学 34校

学院 (institutions) 5校

カレッジ (Colleges) 29校

出典 (Yamnoon， 2008， p.3) 

2008年度には、合計 165校の高等教育機闘が存在する。これは、ラジャパット系やラ

ジャマンガラ系高等教育機関がまだ大学省の管轄下ではなかった、 2002年時点の 78機関

(国立 24校、私立 54校)と比較しても、著しい成長であり、近年のタイの高等教育が、

大衆化を目指していることが分かる。

また、 2007年には、高等教育局は2008年から 2022年までの「第2期 15年開発計画」

を発表し、以下の9つの現状と課題について対応していこうという姿勢を示している。

(1) 初等、中等教育並びに、職業訓練学校と大学のアーティキュレーションの

問題

(2) 既存の高等教育制度改革

(3) 高等教育機関の経営と運営能力の向上

(4) 国家の国際的競争力向上にむけた大学機関の役割

(5) 高等教育財政管理の問題

(6) 高等教育機関の職員の FD

(7) 高等教育機関聞の連携ネットワークの構築

(8) タイ南部地域の高等教育開発計画

(9) 高等教育機関における学習環境(施設と設備)の拡大と向上

そして、特に 2008年以降、高等教育局では教育の質保証の向上を意識し、教育機関の

設置の認可だけでなく、全ての教育機関の教育プログラムを定期的に認証・評価するシス

テムを構築し、質の悪い教育機関、プログラム、カリキュラムの改善並びに廃止を促して

いく方針である。今後は、高等教育機関を(1)コミュニティー・カレッジ、 (2) リベラ

ル・アーツ系大学、 (3)単科・総合大学、(4)研究・大学院教育中心の大学、の4つのカ

テゴリーに分類し、以下の通り、異なる評価基準に基づき、認証評価していく計画である。
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タイ高等教育の4つのカテゴリ一分類表
博士号

高等教育機関 学位
取得教 専攻分野の比串 国家開発の 卒業生の 教育を提供す

員の割 (科学社会科学) ミッション タイプ る地理的範囲
合

コミュニァィー・ 準学士 地域のコミ 地域の製造 地方の市町村

カレッジ ュニァィー 業への人材

10% 20: 80 の強化と持 供給

続可能な発

展への貢献

リベフノレ・ア ト系 学士 地域行政・ピ 地域産業を 地方都市
大学 修士 50% 40: 60 ジネスの発 活性化でき

展への貢献 る人材養成

単科・総合大学 学士 製造業の発 知的・潜在能 大都市

修士 70% 60: 40 展への貢献 カの高い人

博士 材養成

研究・大学慌教育 学士 産業の国際 世界的に影 大都市・

中心の大学 修士 競争力の発 響力を持つ 小都市

博士 100% 90: 10 展への貢献 優秀な人材

ポスト・

ドクター

出典:(Yamn∞n， 2008， p.5) 

2.単位制度に関する規定の概要

タイ政府は、高等教育機関の単位制度について、様々な設置基準を定めている。まず、

「学士課程教育の設置基準J(2005年2月21日改定)2の第5条では、 2学期制の場合1

学期の授業期間を最低 15週間と定め、 3学期制の場合は最低 12週間、さらに4学期制の

場合は 10週間と定めている。そして第6条では、以下の通り 1単位の学習時間数につい

て認定基準を設けている。

(1) 6.1項「理論的な科目は、 2学期制の場合、 1学期に最低 15時間の講義とディスカ

ションをもって 1単位相当の学習量と見なす。」

(2) 6.2項「実習型の科目では、 2学期制の場合、 l学期に最低30時間の実習、または、
実験を行うことで、 1単位相当の学習量と見なす。」

(3) 6.3項「野外実習並びに実務研修科目は、 2学期制の場合、 1学期に最低45時間の
実習・研修時間をもって 1単位相当の学習量と見なす。」

(4) 6.4項「プロジェクトやその他の学習活動は、 2学期制の場合、 1学期に最低45時

聞の学習活動をすることで 1単位相当の学習量と見なす。」

そして、さらに学士号取得要件として、第7条で取得単位数について以下のように定めて

いる。

(1) 7.1項 r4年制の学士課程プログラムでは、最低 120単位を取得しなければならな

い。そして、正規学生 (fulHimestudent)は最長 8年以内、科目等履修学生
(part-time student)は、最長 12年以内に単位取得を完了しなければならない。」

(2) 7.2項 r5年制の学士課程プログラムでは、最低 150単位を取得しなければならな

い。そして、正規学生 (full-timestudent)は最長 10年以内、科目等履修学生

(part-time student)は最長 15年以内に単位取得を完了しなければならない。」
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(3) 7.3項 r6年制の学士課程プログラムでは、最低 180単位を取得しなければならな

い。そして、正規学生 (fulHimestudent)は最長 12年以内、科目等履修学生
(part.time student)は最長 18年以内に単位取得を完了しなければならない。」

(4) 7.4項「準学士課程または、同等レベルの上級職業司l練課程を修了し進学する者は、

最低72単位を取得しなければならない。そして、正規学生 (fulHimestudent) 
は最長4年以内、科目等履修生 (part.timestudent)は最長6年以内に単位取得
を完了しなければならない。」

そして、学士課程で履修する科目における種類別の取得単位数の規定も第8条に明記さ

れている。第8条によると学生課程の教育プログラムは、一般教養科目、専門科目、選択

科目の 3つのタイプの科目に分けられ、一般教養科目は最低 30単位取得しなければなら

ない。そして専門科目は、(1)4年制では最低84単位、 (2)5年制では 114単位、 (3)6 

年制では 144単位、 (4)準学士相当の教育課程修了者は42単位取得しなければならない。

最後に選択科目は、最低6単位の取得が条件付けられている。

単位制度については、さらに 1学期の単位取得制限についても規定を設けている。第 11

条では、正規学生の身分を保障するためには、 1学期に最低9単位、最大22単位を取得す

ることを要求しており、科目等履修生では、 9単位を 1学期に履修可能な科目数の上限と

定めている。

さらに、学士課程を正規学生として修了するためには、最低6学期はE規学生として在

籍しなければならず、科目等履修生として卒業するためには、 14学期間、科目等履修生と

して在籍しなければならいない。

大学院の基準に関しては、「大学院プログラム設置基準J(2005年 2月 21日改定)3に

おいて、学期中の授業期間、 1単位の学習時間数等、規定を定めているが、それは学士課

程と全く同じである。しかし卒業に必要な単位数では、学士課程とは異なる規定を以下の

通り、第7条に設けている。

(1) 7.1項「準修士課程または、同レベルの教育課程を卒業するためには、最低 24単
位を取得しなければならない。

(2) 7.2項「修士課程プログラムを修了するためには、最低 36単位を取得しなければ
ならない。ただし、その単位取得はいくつかのコースに分かれている。

(ア)学習計画Aの1:修士号論文の執筆と口述試験に合格することにより、 36単位
を取得する修士課程。

(イ)学習計画Aの2:修士号論文の執筆並びに口述試験合格をもって最低 12単位取
得し、さらに科目履修によって、最低 12単位を取得することを要件とする修士

課程。

(ウ)学習計画B・コースワークで最低 36単位取得し、さらに 3-6単位の個人研究

科目を修了することにより卒業できる修士課程。

(3) 7.3項「博士課程プログラムを修了するためには、以下の通り 2つのタイプのコー

スがある。

(ア)タイプAは、博士号論文の作成を重視した博士課程プログラムであり、このタ
イプには、さらに2つのパターンがある。
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(イ)タイプAの1:修士号を取得し、最低48単位相当分の博士号論文を作成する博
士課程。

(ウ)タイプAの2:学士課程を修了し、最低72時間相当の博士号論文を作成する博

士課程。

(エ)タイプ 2は、科目履修と研究成果を重要視した博士課程プログラムであり、さ

らに2つのパターンがある。

(オ)タイプBの1:修士号を取得し、最低36単位の博士号論文相当の研究成果を作

成する博士課程。

(カ)タイプBの2:学士課程を修了し、最低48時間の博士号論文相当の研究成果を

作成する博士課程。

また卒業の修了要件として、第四条では、 2学期制の場合、工学期に 15単位を取得単

位数の上限とし、さらに準修士課程では、 3学期を在籍期間の上限とし、修士課程では 5

学期を在籍期間の上限と定めている。さらに博士課程では、学土号取得学生の場合は最大

畠学期、そして修士号取得学生は8学期を在籍期間の上限と定めている。以上が、学士課

程並びに修士・博士課程の教育プ口グラムにおける単位制度の概要である。

3.成績評価制度に演する規定の概要

成績に関する規定は、成績評価の表記の仕方に規定はないものの、大学の成績評価にお

ける GPAの使用については基準を設け、「学 1:課程教育の設置基準」の第四条で、卒業

要件として、すべての学牛j土GPAで4点満点中、最低2.0以上なければ学士課程を修了

できない、と定めている。また「大学院プログラム設置碁準jでは、第四条において、

卒業要件として、準修士課程l立、主主終的な GPAが4点満点中 3.0以上あれば学位が取得

できるとしているG 修土課程でも、3.0以上のGPAと、さらに修 i号論文から南部抜粋し、

学会誌または専門雑誌で発表することを条件としている。そして博士課程では、専攻分野

ごとに指定されている外国語試験(最低1言語)に合格し、科医履修は、最終的な成績が

GPA3.0以上、そして卒業前に博士号論文に関連した最低でも資読イせき論文を 1籍、出版

しなければならないと定めている。

こうした国家レベルで詳細を定めた規定は、1999年の大掛かりな教育改革によるタイ全

土における高等教育の大衆化の促進と、その質を何らかの形で保証しよう左する努力が表

れたものと見ることができる。

また、法的に統ーした成績表の定めはないが、 UNESCO(2003)には、一般的な成績

評価表として、以下の表が掲載されている。

タイの一般的な成績評価表

評定 GPA 

A Excellent 4.00 
B+ VeryGood 3.50 

B Good 3.00 
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c+ Fairly Good 2.50 

C Fair 2.00 

D+ Poor 1.50 

D VeryPoor 1.00 

F F必lure

I Incomplete 

w Withdrawn 

WF Withdrawn due to 

Failure 

AU Audit 

出典・ (Bovornsiri，2003， p. 280) 

以上が、成績に関する法的な規定並びに GPAが反映された一般的な成績評価のつけ方

である。また、成績の相対的評価や絶対的評価の扱いについては、政府の規定には何も明

記されたものはなかった。大学訪問調査によると、多くは絶対的評価を採用しているもの

の、大学によっては、先生の成績がオンライン上で自動的に分布図として表示され、「相対

的評価」的なデータに基づいて成績を決定することができる環境もあるようだ。また、成

績の評価の仕方については、多くの大学では、学科長またはプログラムリーダー等が、試

験や成績をベースに、その学科またはプログラムの教員の成績評価の仕方を見て、必要な

場合は適宜、教員と話し合う体制があるようだ。

4.学生交流等の単位互換に関する規定の概要

タイでは、単位互換に関する規定も明確化されている。それは、いろいろなタイプの高

等教育機関がある圏内の学生の流動性を保証するためのものである。近年、改定された「公

教育制度の(高等教育レベルの)学位プログラムへ単位互換をするための規定J(2003年9

月29日公布)では、以下の通り細部に渡る規定が設けられている。

第2条(高等教育機関の単位互換に関する条件)の2.1項(公的な高等教育機関聞の単位

互換について)

[学士課程]

(1)(省略)

(2) 単位互換する科目は、科目の内容が最低4分の 3以上、同等であること o

(3)単位互換を申請する科目の授業評価が最低 rCJ(GPAポイント 2.0)以上で

あること。

(4) 単位互換数がそれを認定する教育プログラムの卒業単位数の 4分の 3以下で

あること o

(5)単位互換された科目の成績は、 GPAの換算に含まれないこと。

(6) 単位互換を認定する教育機関に、学生は 1年以上在籍すること。
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また、大学院レベルでの単位互換に関しては、ほぼ上記の規定と同様であるが、 (3)で

は、 fBJまたは、 GPAポイント 3.0以上(学士課程は、 2.0以上)と規定し、さらに(4)

では、 3分の 1以下(学士課程では 4分の 3)の卒業単位数は単位互換が可能であると定

めている。この条項では、さらにノンフォーマルやインフォーマルな教育機関からの単位

互換についても規定を定めているが、ここでは省略する。

また、同様の条件が「単位互換に関するグッド・プラクティス (GP)のガイドライン』

(2003年 9月 29日公布)にも記載されているが、上記条件に加え、さらに大学院レベル

での単位互換に関しては、第2条、 2.3項、セクションAの (7)で、「単位互換を希望す

る学生は、申請時に認定を受ける大学において、正規学生として、最低でも 12単位の科

目履修をしていなければならない。」という規定がさらに加えられている。

5.タイの高等教育プログラムの質を保証する認証システムの概要

これまで、タイの高等教育は、社会のニーズには応えず、自らを成長させる努力を怠っ

ていたという批判があった(アルトパック， 2008)。しかしそうした批判に対し、 1999年

には国家教育法によって、教育の水準と質の保証を認定評価する教育評価・認証局 (0白血

of Educational Standards and Evaluation)が設置された。そして 2000-2006年には、

評価基準について多くの法改正が行われ、2003年には私立大学の質も均等化することを目

的に、「私立高等教育機関令J(Priva旬 HigherEdu四 tionInstitution Act)が公布された。

これによって、全ての私立大学も国立大学と同等の認証・評価システムに参加しなければ

ならず、設置時だけでなく、通常実施している教育の中身も 5年ごとに監査されることに

なった (Yamnoon，2008) 0 そして 2006年には、「タイ高等教育資格フレームワーク」

(National Qualification Framework for Higher Education in Thailand)が発表され、

タイの高等教育全般に一定の基準を設けた。

自己点検評価活動:タイの高等教育の質を保証するために、いくつかの法規制が設けられ

ている。タイの高等教育の質については、「学士課程教育の設置基準」では、第14条にお

いて、各高等教育機関で教育プログラムごとの質を保証するシステムを構築することが義

務付けられている。そして、(1)プログラムの運営、 (2)教員の質、 (3)学生支援体制、

(4)卒業生の社会に対する貢献度等、について独自に評価し、情報を公開することを促

している。また第 15条では、全ての教育プログラムに 5年おきの自己点検評価活動を義

務付けた。そして「大学院プログラム設置基準」では、第 15条に同様の規定を設けてい

るが、評価項目として (2)に教員の質ではなく、教育・研究に関する Resource(設備、

施設、教員の研究能力等)について評価し、対外的に情報公開するよう指導している。

教員の資格管理・また、教員の質を保証するために、「学士課程教育の設置基準」の第9

条では、教育プログラムごとの教員の定数と資格について規定している。各プログラムは

最低5名の正規教員を雇用し、 5名の内2名以上は、修士号以上の学位を取得した者でな
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ければならないと規定している。さらに「大学院プ口グラム設置基準jでは、第詰条にお

いて、修士課程の各プログラムは最低3名の常勤教員を雇用し、その全ての教員が博士号、

またはそれに準ずる資格を有し、所属機関での職階が准教授以上であること、と定めてい

る。そして博士課程については、各プログラムは最低3名の博士号、またはそれに準じた

資格を有している教授レベルの教員を常勤教員として配属しなければならない、としてい

る。加えて、教員の採用並びに様々な職務に対する資絡に関しでは、「高等教育プログラム

運営に関する蒸準J(2005年 5月 20日公布)で詳細に渡る規定が定められているが、本

報告書では、詳細に渡与すぎるためもその部分は割愛する。

教育プログラムの資格フレームワーク・ 2006年 11月には、国家資格フレームワーク

(National Qualification Framework)が発表され、タイの高等教育制度全体の教育の質

を管理する体制が構築された。この資格フレームワークでは、高等教育の学位ごとに 6つ

の『レベル』を設けた。

レベル1 準学士課程

レベル2 学士課程

レベル3 準修士課程

レベル4 修士課程

レベル5 準博士課程

レベル6 博士課程

しかし、このレベルは、それぞれのレベルを修了したら次のレベルに自動的に進学できる

ものではない。進学は、あくまでも学生の成績やその他の資格条件によって決定される。

国家資格プレームワークでは、レベルごとに様々な視点から標準値が設けられた。まず、

単位と学習成果 (LearningOutcomes)については、以下の表で明らかにされている。表

に記載されている単位数は、そのレベルの学位を取得する際に必要な単位数を表している。

また学習成果は、5つの指標に基づいてその達成目標が表記されている。5つの指標は、(1)

道徳心 (Ethicaland moral development)、(2)専門知識(Knowledge)、(3)判断力・

理解力 (Cognitiveskill)、(4)対人関係の維持管理能力・責任感 (Interpersonalskill and 

responsibility)、(5)分析能力・コミュニケーション能力(Anal刊icaland communication 

skills)である。そして、これらの学習成果は、全ての分野において測定されなければなら

ない。
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以下の表は、各レベルの必要単位数並びに5つの学習成果達成度を示している。

資格フレームワークのレベルごとの単位と学習成果の領域

レベル 最低限必要単位 学習成果の領域

道徳心 専門知識
判断力・ 対人関係の維持 分析能力・コミユ
理解力 管理能力・責任感 ニケーション能力

1準学士 90単位 xx xx xx xx xx 

2学士 120単位 xxx xxx xxx xxx xxx 
150単位
180単位

3準修士 学士号+24単位 xxxx xxxx xxxx xxxx 

4修士 学士号+36単位 xxxxxx xxxxx xxxxx xxxxx xxxxx 

5準博士 修士号+24単位 xxxxxx xxxxxx xxxxxx xxxxxx 

6博士 修士号+48或いは xxxxxxx xxxxxxx xxxxxxx xxxxxxx 
学士号+72単位

出典:"National Qualincation Framework for Higher Education in Thailand" p. 6 

次に、各レベルの教育課程修了時に授与される学位についても、 2つの視点から基準が

設けられている。 1つは学術的な学位のタイプであり、 2つ目は雇用者が卒業生を採用す

る場合の判断基準に使うことができる、具体的な専門性を明らかにした学位の表記である。

資格フレームワークのレベルごとの学位名

レ♂-:'1レ 学術的分野の学位 専門領域を明示した学位

入門レベル・基礎教育修了 高等教育の修了証明なし 高等教育の修了証明なし

1.準学士 文系、理系、或いは文・理系ジョイン (専門分野名前)準学士号
トの準学士号

2.学士 文系或いは理系学士号 (専門分野の名前、例目ピジネ
ス、教育、工学)学士号

3.準修士 文系或いは理系準修士号 (専門分野の名前、例.ピジネ
ス、教育、工学)準修士号

4.修士 文系或いは理系修士号 (専門分野の名前、例 ピジネ
ス、教育、工学)修士号

5.準博士 (専門分野の名前)準博士号

6.博士 博士号 (Ph.D.) (専門分野の名前、例 ピジネ
ス、教育、工学)博士号

出典:CHE (2∞6) "N ational Quali:fication Framework for Higher Education in Thailand" p. 7 

学術的な学位は、研究者を目指し、学術論文の作成により大学院へと進学していく学生

に対し授与するためのものであり、専門領域を明示した学位は、卒業後、専門性を使って

就職を希望する卒業生に授与するための学位である。学術的な学位は、学生の学術論文の

質によって授与した教育機関の質が評価されるので、教育機関は学生の論文指導をより厳

密に行わなければならない。専門領域を明示した学位は、雇用者によって、卒業生の実際

の業績に基づき評価されるので、教育機関は社会のニーズに合った教育カリキュラムを絶

えず開発することが重要になってくる。しかし、この資格フレームワークの一番重要な役
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割は、そうした学術的または専門職のための教育を、博士課程を頂点に体系化し、それぞ

れのレベルの学位では具体的にどこまでのことができ、また次のレベルに進学した場合は

専門性がどこまで向上するか、といったことを社会に対し明確に説明している点である。

最後に、以下の図は、こうしたレベルごとの学位名と進学の流れを説明している。

資格フレームワークの構造とレベルごとの発展段階

レベ/レ

6 

l
l十
I
l
l
-
-

#比剰の野分的術学

(研究)博士号

|職臨時門領域の学位

|叩士号
(例:DBA， D Eng， Ed.D> 

t lt， .，1# t -+ 
』ーーーーーーーーーーーへ"ーーーーーーーーーーーー:ーんーーーーーーーーーーー

(Ph.D.) 

5 

I ス¥+-------i
4 (研究)研究修士号 専門修士号.

(MA，M SωI  (例:MBA， M Eng， M Ed) 
.宇~. ，~ t t 
ι------------¥一一------------T'-------------， 

(BA， B Sc) 

[FK i lJ  
L 
~ 
J号

(B BUB， B Eng， B Ed， B Tech) 

3 

2 学士号

1 

入学

出典:CHE (2∞6) "N ational Qu叫血岨.tionFramework for Higher Education in Thailand" p. 8 

上記の図表を見ても分かるように、タイの高等教育制度は、可能な限り多様な進学ルー

トを作り、学生のニーズや才能に基づき、いつでも異なったタイプの教育課程へ進学でき

るようにしているところが 1つの特徴と言える。今回の報告書では説明していないが、実

際には、インフォーマノレ教育やノンフォーマル教育からでも高等教育に進学できる機会を

設けている。そういう意味では、生涯教育を念頭においた高等教育制度を構築していると

言えるだろう。そして、それぞれタイプの異なる教育プログラムを1つの資格フレームワ

ークに組み込んだことにより、各教育プログラムが体系化した教育制度の一部として明確

化され、教育機関にとっても社会にとっても、どのレベルでは何が学べ、何ができるよう
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になるのかが明確になったという点で、この資格フレームワークを導入した価値はあった

と言える。

以上が、タイ政府により 2006年に発表された高等教育の資格フレームワークの概要で

ある。尚、資格フレームワークに関する資料では、さらに各レベルの資格、教育内容、卒

業後の期待される 6つの分野の学習成果等について詳細に渡る説明がなされているが、紙

面上の制約により本報告書には記載しない。

まとめ

本報告書では、タイ政府の近年の高等教育改革による単位制度、成績評価システム、単

位互換制度、そして高等教育制度の質保証に関する具体的な法規制やガイドラインについ

て説明した。近年タイ政府は、積極的に高等教育機関の設置基準等を充実させ、特に教育

プログラム並びに具体的なカリキュラムの内容や質を明確化し、制度全体の信頼性を向上

させる努力をしてきたことは明らかである。また、高等教育局に認証・評価局を設置し、

5年に1度の外部認証・評価活動も実施し、こうした資格フレームワークを実際に維持管

理していこうとしている。その努力は、今後、発展するアジア諸国の高等教育全体の連携

体制を構築する上でも、他国に対する 1つのモデルとなるであろう。
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